第１号様式（第７条関係）

新しい生活スタイル対応のための感染症対策補助金交付申請書

令和　　年　　月　　日

（宛先）公益社団法人京都市観光協会　会長　様
＜申請者＞
	住所・所在地
	

	社名・団体名
代表者(職)・氏名
（自署の場合は押印不要）
	
　　　　　　　印

	業種
（右欄から選択、複数選択可）
	
	①飲食業、②宿泊業、③小売業、
④旅客交通業、⑤その他

	担当者氏名
及びフリガナ
	

	担当者電話番号
（携帯電話可）
	
	担当者
メールアドレス
	

	交付決定通知等の
書類送付先
（「同上」可）
	〒




【注意】市内に不特定多数の市民及び観光客が利用する店舗、来客型の事業所等（以下「店舗等」という。）を有する中小企業等に限り申請することができます。
以下のとおり補助金の交付を申請します。
１　アドバイザーチーム等から受けた助言等の内容
	これまで行ってきた
感染症対策
（複数選択可）
	□手が触れる箇所の消毒等、共用物の衛生管理
□利用者に対するマスク着用喚起や消毒液設置等の衛生対策
□パーテーション設置等、ソーシャルディスタンスの確保
□換気設備による換気又は窓の開閉による定期的な換気の徹底
□キャッシュレス等の非接触型設備の導入　
□現在は閉店中（今後再開予定）

	どのような機会に
助言等を受けたか
（複数選択可）
	□サポートナビからの助言
□サポートナビの研修動画を履修
□その他京都市の機関（　　　　　　　　　　　　）からの助言等

	助言等を受けた日
（研修動画の場合は、
動画を履修した日）
	令和２年　　月　　日

	参考とした
助言等の内容
	
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



２　店舗等別個票
	このシート１枚につき、１件の店舗等を記載できます。
２件以上の店舗等を申請するときは、このシートをコピーして使用してください。
【注意】本補助金は、１事業者あたり最大１０店舗等まで申請が可能です（ただし、京都市内にある店舗等に限る。）。なお、補助上限額は、１店舗等につき１０万円が上限です。


（１）店舗等ごとにおける補助対象事業の内容等
	店舗等の名称
	
	店舗等の
所在地（行政区）
	京都市　　　　区

	助言に基づき
本補助金を活用して
実施する事業
	　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　 　　  



（２）事業実施(予定)期間
	事業実施(予定)期間
	令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日まで


【注意】令和２年８月５日から令和３年２月２８日までの期間を記入してください。
（３）事業経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	項　目
	支出先(予定)
	税別金額
	消費税額

	











	











	











	












	小　　計
	(Ａ)　　　　　　　円
	


【注意】税別金額欄には、消費税額を抜いた金額を記載してください。
　　　　各経費の見積書、領収書、ホームページやカタログ等、金額がわかるものを添付してください（いずれも写し可）。

（４）店舗等ごとにおける補助申請上限額

	(Ａ)　　　　　　  円
	×
	２／３
	＝
	(Ｂ)　　 　　　　　　　　　円
【注意】１円未満切り捨て



	
	
	
	
	(Ｃ)  　　　　　　100,000  円



	(Ｂ)、(Ｃ)のうちいずれか低い額
	(店舗等ごとの補助申請上限額)
（Ｄ）　　　　　　　　　円



３　事業経費、補助申請額合計
「２ 店舗等別個票」に記載の（Ａ）、（Ｄ）を全店舗等分足し上げた合計を記載してください。
	店舗等ごとの事業経費（Ａ）合計
	（Ｅ）　　　　　　　　　　　　　　円

	店舗等ごとの補助申請上限額（Ｄ）合計
	（Ｆ）　　　　　　　　　　　　　　円


４　収入（国、府、京都市等からの補助金がある場合のみ記入）
本補助金に申請されている事業と重複して他の補助金を申請されている場合に、補助金交付（予定）額を記入してください。本補助金の申請内容以外の事業で他の補助金を申請されている場合は、記入不要です。
	補助金名
	補助金交付(予定)額

	□ 小規模事業者持続化補助金【国】
	円

	□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	円

	合　計
	(Ｇ)　　　　　　　　円


【注意】国の持続化給付金、雇用調整助成金、京都府の休業要請対象事業者支援給付金など、給付金・助成金は除きます。
同一の補助対象事業について、国や府の補助金と重複して本補助金を申請される場合には、補助金の受取額の合計が事業費総額を上回ることのないよう、御注意ください。
【注意】併給禁止の条件のある他の補助金（例：【京都府】新型コロナウイルス感染症対策中小企業者等支援補助金）との併給とならないよう、ご注意ください。
５　補助申請額
	(Ｅ)　　　　　　  円
	―
	(Ｇ)　　　　　  円
	＝
	(Ｈ)　　　　　　　　　　  円



	
	
	
	
	(Ｆ)　　　　　　　　　　  円



	補助申請額：（Ｈ）、（Ｆ）のうちいずれか低い額
	　　 　　　　　　　　円
【注意】千円未満切り捨て



	以下のとおり誓約します。


□　ガイドライン推進宣言事業所ステッカーを掲示しています（又は掲示予定です。）。
□　京都市新型コロナあんしん追跡サービスを導入しています（又は導入予定です。）。
□　その他以下の各号について間違いないことを宣誓します。
・ 申請者は、大企業及びみなし大企業ではありません。
・ 申請者は、京都市暴力団排除条例第２条第４号に規定する暴力団員等又は同条第５号に規定する暴力団密接関係者ではありません。
・ 申請者は、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）に規定する性風俗関連特殊営業並びにそれらに類似する業種を営む者（ただし、第２条第６項第４号に規定するものを営む者を除く。）ではありません。
・ 申請者は、営業に関して必要な許認可等を取得しています。
・ 申請者は、併給禁止の条件のある他の補助金を受給していません。
・ 同一内容で国や府等に同様の補助金を申請している（又は申請する）場合は、本補助金の補助申請額（又は交付決定額）を報告します。また、国や府等への申請情報の照会に同意します。
・ その他、新しい生活スタイル対応のための感染症対策補助金交付要綱の規定に違反しません。
・ 補助金交付申請書の記載事項及び関係書類の内容確認のために求められた根拠資料を提出しない場合又は記載事項に虚偽があった場合は、補助金を一括返還します
【見本】
[image: ]
[image: ]【見本】
【見本】[image: ]
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３　補助申請額合計

「２ 店舗等別個票」に記載の（Ａ）,（Ｄ）を全店舗等分足し上げた合計額を記載してください。

４　収入（国、府、京都市等からの補助金がある場合のみ記入）

【注意】

【注意】

５　補助申請額

補助申請額：（H)、(F)のうちいずれか低い額

以下のとおり誓約します。

店舗等ごとの事業経費（Ａ）合計 （E） 610,000円

店舗等ごとの補助申請上限額（Ｄ）合計 (Ｆ) 406,665円

　本補助金に申請されている事業と重複して他の補助金を申請されている場合に、補助金交付

（予定）額を記入してください。本補助金の申請内容以外の事業で他の補助金を申請されてい

る場合は、記入不要です。

補助金名 補助金交付額（予定額）



小規模事業者持続化補助金（一般型）【国】 円



その他  (  ●●●補助金   )  60,000円

合  計 (Ｇ) 60,000円

（E) 610,000円 －(Ｇ) 60,000円

（Ｆ）

406,665円

ガイドライン推進宣言事業所ステッカーを掲示しています（又は掲示予定です。）。

国の持続化給付金、雇用調整助成金、京都府の休業要請対象事業者支援給付金など、給付金・助成

金は除きます。

同一の補助対象事業について、国や府の補助金と重複して本補助金を申請される場合には、補助金

の受取額の合計が事業費総額を上回ることのないよう、御注意ください。

併給禁止の条件のある他の補助金（例：【京都府】新型コロナウイルス感染症対策中小企業者等支

援補助金）との併給とならないよう、ご注意ください。

＝

（Ｈ）

550,000円

京都市新型コロナあんしん追跡サービスを導入しています（又は導入予定です。）。

その他以下の各号について間違いないことを宣誓します。

・ 申請者は、大企業及びみなし大企業ではありません。

・ 申請者は、京都市暴力団排除条例第２条第４号に規定する暴力団員等又は同条第５号に規定する暴力団密接関係者ではあり

ません。

・ 申請者は、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）に規定する性風俗関連特殊営業並

びにそれらに類似する業種を営む者（ただし、第２条第６項第４号に規定するものを営む者を除く。）ではありません。

・ 申請者は、営業に関して必要な許認可等を取得しています。

・ 申請者は、併給禁止の条件のある他の補助金を受給していません。

・ 同一内容で国や府等に同様の補助金を申請している（又は申請する）場合は、本補助金の補助申請額（又は交付決定額）を

報告します。また、国や府等への申請情報の照会に同意します。

・ その他、新しい生活スタイル対応のための感染症対策補助金交付要綱の規定に違反しません。

・ 補助金交付申請書の記載事項及び関係書類の内容確認に求められた根拠資料を提出しない場合又は記載事項に虚偽があった

場合は、補助金を一括返還します。

補助申請額

千円未満切り捨て

406,000円

２店舗等以上を申請される時は、「店舗等別個票」で計算した「事業経費（Ａ）」、「店舗等ごと

の補助申請上限額（Ｄ）」それぞれ合計した額を記載してください。サンプルは

5

店舗分の合

計となっています。

※１店舗のみの場合は、（Ａ）の金額を（Ｅ）に、（Ｄ）の金額を（Ｆ）に記入してください。

該当するものがある時は記載してください。本補助金と同じ事業

(

内容）について申請した

補助金がある場合のみ記入して下さい。別の事業

(

内容

)

であれば未記入で結構です。

内容を確認の上、必ず、全てチェックしてください。
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年 月 日

(宛先）公益社団法人京都市観光協会　会長様

　

＜申請者＞

【注意】

以下のとおり補助金の交付を申請します。

１　アドバイザーチームから受けた助言等の内容

月 日

●●● － ●●●●

助言等を受けた日

（研修動画の場合は、

動画を履修した日）

令和2年

9 3



パーテーション設置等、ソーシャルディスタンスの確保



換気設備による換気又は窓の開閉による定期的な換気の徹底



キャッシュレス等の非接触型設備の導入　

交付決定通知等の

書類送付先

（「同上」可）

〒

同上

参考とした

助言等の内容

・混雑による３密を回避するため、事前予約システムの導入が有効であること。

・接触箇所を減らすため、キャッシュレスの導入が有効であること。

・共有物を減らす目的から、室内のスリッパを使い捨てのものに変更することが

有効であること。



現在は閉店中（今後再開予定）

どのような機会に

助言等を受けたか

（複数選択可）



サポートナビからの助言



サポートナビの研修動画を履修



その他京都市の機関（　　　）からの助言等

市内に不特定多数の市民及び観光客が利用する店舗、来客型の事業所等（以下「店舗等」という。）を有する中小企業等に

限り申請することができます。

これまで行ってきた

感染症対策

（複数選択可）



手が触れる箇所の消毒等、共用物の衛生管理



利用者に対するマスク着用喚起や消毒液設置等の衛生対策

担当者氏名

及びフリガナ

京都

キョウト

　花子

ハナコ

担当者電話番号

（携帯電話可）

080-5555－●●●●

担当者

メール

アドレス

info@super.xx.jp



業種

(右欄から選択、複数選択

可)

⑤の場合は業種名

①飲食業、②宿泊業、③小売業、

④旅客交通業、⑤その他（　）

新しい生活スタイル対応のための感染症対策補助金交付申請書



令和 2 9 14

住所・所在地 京都市●●区●●町●●番地

社名・団体名

代表者(職)・氏名

（自署の場合は押印不要）

株式会社　●●

代表取締役社長　◆◆　◆◆



①

⑤業種名

第1号様式（第7条関係）

入力サンプル

印

右欄

から

番号を一つ選んで記入してください。

⑤の場合は、業種名も記入。

該当するものにチェックしてください。

日が不明な場合は月までで結構です。

可能な限り記載してください。

押印を忘れずに。（自署の場合は不要）
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２　店舗等別個票

（１）店舗等における補助対象事業の内容等

（２）事業実施（予定）期間

令和 年 月 日 令和 年 月 まで

【注意】令和２年８月５日から令和３年２月２８日までの期間を記入してください。

（３）事業経費 (単位:円）

【注意】税別金額欄には、消費税額を抜いた金額を記載してください。

（４）店舗ごとにおける補助申請上限額

（注意　１円未満切り捨て）

（B）, （C）のうちいずれか低い額

（店舗等ごとの補助申請上限額）



このページ１枚につき、１件の店舗等を記載できます、

２件以上の店舗等を申請するときは、このシートをコピーして使用してください。

【注意】本補助金は、１事業者あたり最大１０店舗等まで申請が可能です（ただし、

京都市内にある店舗等に限る。）。なお、補助上限額は、１店舗等につき１０万円が

上限です。

店舗等の名称 ●●スーパー

店舗等の所在

地（行政区）

京都市 上京 区

助言に基づき

本補助金を活用

して実施する事

業

・事前予約システムを導入する。

・店内のトイレ２箇所の水栓器を、それぞれ自動水栓器に変更する。

・使い捨てスリッパを購入し、店内において使用する。

事業実施（予

定）期間

2 10 1 から 2 28 日

税別金額 消費税額

自動水洗機器設置（工

賃込）（２箇所）

●●電機 58,000 5,800円

事前予約システムの導

入（初期設置費，月額

料金（10月～2月

分））

株式会社●● 40,000 4,000円

項目 支出先（予定）

使い捨てスリッパ

（300足）

●●商事 24,000 2,400円



円



円

円

小　　　計　　　　　　　　　（Ａ） 122,000円



円



円

（C） 100,000円

（D） 81,333円

3

　各経費の見積書、領収書、ホームページやカタログ等、金額がわかるものを添付してくだ

さい（いずれも写し可）。

(A) 122,000円 × 2/3 ＝ （B） 81,333円



入力サンプル

「○○を○個購入し，○○へ設置する」など，可能な限り

詳しく記載してください。

・単に物品を購入する場合は，発注から納品までの期間を記載してください。

・本補助金を活用してリース等の月額経費を支払うときも、①令和

3

年

2

月

28

日までのリースの期間で、②令和

3

年

2

月

28

日までにリース料の支払が完了するものにしか充てられません（本欄には令和

3

年

2

月

28

日までの日付けしか

記載できません。）。


